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議案第４２号 

 

 

さぬき市税条例の一部改正について 

 

 

さぬき市税条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和 

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

   平成２９年６月９日提出 

 

                      さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市税条例の一部を改正する条例 

 

 さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

附則第５条第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

附則第１０条の２中第１６項を第１７項とし、第１５項の次に次の１項を加える。 

１６ 法附則第１５条第４５項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２ 

とする。 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３１年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる

規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 附則第４条の規定 平成３１年１０月１日 

(2) 附則第１０条の２中第１６項を第１７項とし、第１５項の次に１項を加える改

正規定 都市緑地法等の一部を改正する法律（平成２９年法律第２６号）の施行

の日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後のさぬき市税条例（以下「新条例」という。）の規定

中個人の市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税につい

て適用し、平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成２９年度以後の年度分の固

定資産税について適用し、平成２８年度分までの固定資産税については、なお従前

の例による。 

 （さぬき市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 さぬき市税条例の一部を改正する条例（平成２６年さぬき市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

附則第６条中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例第８２条及び

新条例」を「さぬき市税条例第８２条及び」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同

条例の」を加え、同条の表を次のように改める。 

第８２条第２号ア(ｲ) ３，９００円 ３，１００円 

第８２条第２号ア(ｳ)a ６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

第８２条第２号ア(ｳ)b ３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 

附則第１６条第１項 第８２条 さぬき市税条例の一部を

改正する条例（平成２６年  
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 さぬき市条例第１４号。以

下この条において「平成２

６年改正条例」という。）

附則第６条の規定により

読み替えて適用される第

８２条 

附則第１６条第１項の表第

２号ア(ｲ)の項 

第２号ア(ｲ) 平成２６年改正条例附則

第６条の規定により読み

替えて適用される第８２

条第２号ア(ｲ) 

３，９００円 ３，１００円 

附則第１６条第１項の表第

２号ア(ｳ)a 

第２号ア(ｳ)a 平成２６年改正条例附則

第６条の規定により読み

替えて適用される第８２

条第２号ア(ｳ)a 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

附則第１６条第１項の表第

２号ア(ｳ)b 

第２号ア(ｳ)b 平成２６年改正条例附則

第６条の規定により読み

替えて適用される第８２

条第２号ア(ｳ)b 

３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 
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議案第４３号 

 

 

さぬき市差別をなくし、人権を擁護する条例の全部改正について 

 

 

さぬき市差別をなくし、人権を擁護する条例の全部を別紙のとおり改正することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づ

き、議会の議決を求める。 

 

 

平成２９年６月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市人権教育及び人権啓発の推進並びに人権を擁護する条例 

 

 さぬき市差別をなくし、人権を擁護する条例（平成１４年さぬき市条例第１２５

号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、基本的人権の尊重及び法の下の平等を定める日本国憲法並び

に人間の自由及び平等を定める世界人権宣言を基本理念として、部落差別をはじ

めとするあらゆる差別をなくし、様々な人権問題を解決するため、市及び市民の

責務を明らかにするとともに、市が人権教育及び人権啓発に関する施策（以下「人

権施策」という。）を推進することにより市民の人権擁護のための社会的環境の

醸成と人権意識の高揚を図り、もって全ての人の人権が尊重される明るく平和な

住みよいまちづくりの実現を目指すことを目的とする。 

（市の責務） 

第２条 市は、行政全ての分野において必要な人権施策を積極的に推進し、市民の

人権意識の高揚を図り、人権擁護に努めなければならない。 

２ 市は、国、県、家庭、学校、地域社会、企業その他関係機関等と連携しながら、

計画的かつ効果的に人権施策を実施するよう努めなければならない。 

３ 市は、人権施策の推進及び人権擁護のため、必要に応じて調査を行い、その結

果を市の施策に反映させるものとする。 

（市民の責務） 

第３条 市民は、相互に基本的人権を尊重し、あらゆる差別及び人権侵害に関する

行為をしてはならない。 

２ 市民は、市が実施する人権施策に協力するとともに、人権について自己啓発に

努めなければならない。 

（審議会） 

第４条 市は、人権施策その他の人権擁護に関する施策（以下「人権施策等」とい

う。）を円滑かつ効率的に推進するため、さぬき市人権擁護審議会（以下「審議

会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、人権施策等を推進するための基本的な方策、様々

な人権問題への取組方法等について調査審議し、意見を述べることができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関して必要な事項は、規

則で定める。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、平成２９年７月１日から施行する。 
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議案第４４号 

 

 

工事請負契約の変更について（平成２８年度さぬき市デジタル防災行政 

無線（同報系）整備工事） 

 

 

平成２８年度さぬき市デジタル防災行政無線（同報系）整備工事について、次の

とおり変更請負契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第５号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第２条の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

 

平成２９年６月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  平成２８年度さぬき市デジタル防災行政無線（同報系）整備工

事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約の金額  変更前 一金４３２，９７２，０００円 

うち消費税及び地方消費税額３２，０７２，０００円 

変更後 一金４８６，０３４，５６０円 

うち消費税及び地方消費税額３６，００２，５６０円 

４ 契約の相手方 香川県高松市西宝町１丁目８番２４号 

         株式会社四電工香川支店 

         執行役員支店長 小 川   弘 
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議案第４５号 

 

 

財産の取得について 

 

 

次のとおり財産を取得したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９

６条第１項第８号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第３条の規定に基づき、議会の

議決を求める。 

 

 

平成２９年６月９日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 取得する財産の表示 

   土地の表示    さぬき市津田町鶴羽字西代７７８番３２ 

   取得予定面積   ６，１７６㎡（持分６，１７６分の４，４１１） 

   所 有 者    さぬき市志度５３８５番地８ 

            さぬき市土地開発公社 

            理事長 菊 池   等 

２ 取得の目的     産業振興用地 

３ 取得予定金額    一金９８，６１６，７２７円 

４ 契約の方法     随意契約 

 

 


